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「大型 コ ン テ ナ船の YP47 鋼の使用 に関する

　　　　　 ガイ ドラ イ ン」の 概要

1　適用

　YP47鋼板は新 しい 高張力 鋼板 で あ る。船体構造 へ の 適 用

に 際 して は、適 用 部 材 の 設 計要 件 と、そ れ を満 足す る た め

の 鋼板及 び溶接継手部 が有すべ き性能 に つ い て
、 個 々 に検

討する 必 要が あ る。同 ガ イ ドラ イ ン で は、現 実 的 な設 計 と

して 、大 型 コ ン テ ナ 船 の ハ ッ チ サ イ ドコ ー
ミ ン グ にYP47鋼

板 を使用す る場合 を対象 と した 。ハ ッ チ サ イ ドコ ーミ ン グ

以外 に YP47鋼板 を使用 す る場合 は、同 ガ イ ドラ イ ン を参照

し、必 要 な設 計 、材 料 に 関 す る要 件 につ い て 個 々 に検討す

る こ と と な る 。

図 1 大型 コ ン テ ナ船 の YP47鋼 の 使用 に 関 す る

　　 ガイ ドラ イ ン

2　ハ ル ガーダ
ー
強度 （ハ イ テ ン係数の 設定）

　 ハ ル ガ ーダー
強度 の 評価 に 用い る ハ イ テ ン 係数 （以 ド、

ハ イ テ ン 係数 と い う。 ） は 、 0．62 と した 。 図 2 に、YP47鋼

板と現行規則 に 規定す る 高張力鋼板 （YP32 銅板、　YP36 鋼

板 及 び YP40 鋼 板 ）の ハ イ テ ン 係 数 を示 す。ハ イ テ ン 係 数 の

設定 に あ た っ て は、降伏強度 の 上 昇 と併 せ て 、 引張強度 に

対 す る余裕度 も考慮 した。同 図 に示すように 、YP47鋼板の

ハ イテ ン 係 数 は、引 張 強 度 に 対 して、現 行 の 高 張 力 鋼 板 と

同等の 余裕度を有し て い る とい える。また、同ハ イ テ ン 係

数の 妥当性 につ い て は、疲労強度、船底側 座屈強度 や 破壊

靭 性 な ど の 検 討 にお い て検 証 して い る。
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　　　図 2　ハ イ テ ン 係 数 と規 格降伏点の 関 係

3　疲 労強度

460

　高張力鋼板 を船体構造 に使 用 す る場 合 に、留意すべ き最

も重 要 な 強度 上 の 課 題 の
一

つ が疲 労 強 度 で あ る。本 会 で は、

コ ン テ ナ 船 に高張力鋼 板 を使 用 した場合 の 船 体構造 の 疲労

強度評価 につ い て 、過去 の 疲労損傷経験 お よ び種 々 の 研究

成果 を踏 ま えた技 術 基 準
“
Guidelines　for　Fatigue　Strength

Assessment 　of 　Container　Carrier　StructUres
”

（以下 、疲労

技術基準 とい う。）を確立 して い る。

　YP47 鋼板 の 使 用 に あ た っ て は 、同疲労技術 基準 をベ ー
ス

に、以 Fの とお り規定 し た 。

　 ・　 鋼板 お よ び溶接継手部 が 現行規則 に 規定す る 高張力

　　　鋼板 と同等以 上 の 疲労強度を有 し て い る こ と （製造

　　　法承認時 の 疲労試験 に よ り確認）

　 ・　 ハ ッ チ コ
ー

ミ ン グ お よ び 強力甲板 の 応力集中部 に対

　　　 して、同疲労技術基準に よ り疲労強度 （累積被害度）

　　　 の 評価 を実施す る こ と

　 ヒ記 に 加 え、強力 甲板部構造 に 取 り付け られ るハ ッ チ カ

バ ーパ ッ ド等の 種 々 の 艤装品に 対 し、船体構造 との 取合 い

部 （Connecting　parts） の 疲労強度 を評価す る こ と と した 。

また、艤装晶の 取 り付け方法 に 関す る注意事項 を詳細 に 規

定 した 。

4　鋼材の 使用区分

　脆性き裂 の 発 牛 防止 の 観点 か らは、船体構造 部材に 使 用

され る鋼 板 の 材 質 を合 理 的 に決 定 す る必 要 が あ る。具 体 的

に は 、 鋼材規格 で 規定 され るYP47 鋼板 の グ レ
ード材 をい か

に適 切 に配置す るか とい う鋼材 の 使用区分 の 設定が 重要 と

な る。

　図 3 に、鋼材の 使用区分 を検討対象とした K 概 念 に基づ

く破壊靭性評価 の 概念図 を示 す。
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53 造 船分 野 にお け る高機能鋼 板 の実用 化

璽 蘚

（Fs）

　 破壊応 力

（想定作用応 力）

　 欠 陥寸法

（設定 き裂長 さ）

鋼 材 の 使用 区分

（構造部材別

各 グ レ
ー

ド材 の

板 厚 制 限）

（FM ）

最 低破 壊 靭性値

鋼 材規格

図 3　 破 壊 力 学 に 基 づ い た 破 壊 靭 性 の 評 価 手 法 （K概 念 ）

　 こ れ は、破 壊 力 学 パ ラ メ
ー

タで あ る破壊応力 、欠陥 寸 法

及 び 靱 性値 の 三 者 の 関 係 を用 い て 、構造部 材 の 所 要 性 能

（破壊応力、欠 陥 寸法）を満足す る よ うに 使川鋼板 の 材質

（必 要 な 靱 性 値 ） を い か に 選定す る か とい う評 価法で ある 。

こ こ で、下 式 が 成立 す れ ば、脆 性 き裂 は発生せ ず、設 定 し

た鋼材 の 使用区分 の 安全性が確保 で きる 。

　構 造 部 材 に対 す る 要求破壊靱性値 （Fs）＜

　　　　 使川鋼材 の 最低破壊靱性値 （FM）…　　 （1）式

　同ガ イ ドラ イ ン で は、母材お よ び 溶接継手部 に対 して 破

壊靱性 評 f［II1を実施 し、現行 の 船級規則 が 有 し て い る の と同

等以上の 安命性を確保す る よ う、鋼材 の 使用区分 と溶接継

手部 の 靱性要求 を制定 して い る 。

5　脆性 き裂ア レ ス ト設計

　船舶 に お い て は、脆性 き裂が 発 生 しな い よ う設計、建造

す る の が基本 で あ る 。 そ こ で 、船級規則 （同ガ イ ドラ イ ン

を含 む） で は、脆性破壊 の 発生 防 ！lt．に 必要 な破壊靭性 を有

す る よ うに、鋼材規格、鋼材 の 使用区分、溶接継手規格、

溶接施 1：方法及び 非破壊検査 を含 む検 査 に 関す る 規定 を定

め て い る 。

　同時 に 、 YP47 鋼板 を強力 甲板部構造 に使用す る場合 に

は、下 記 の 状 況 を鑑 み 、万
一

脆 性 き裂 が 発 生 した場合 の バ

ッ ク ア ッ プ機能 と し て 、ハ ル ガ ーダーが 脆性 き裂伝播停 止

性 能 を有す る よう明の 形 で 規定す る こ と は、脆 性 き裂 発 生

防止と同 様 に 重 要 で あ る。

　 ・　 現行規則 が規定す る高張力鋼板に比 べ て 、 作用応力

　　　が ヒ昇す る こ と

　　　最近の 研究 に お い て、極厚鋼板 の 溶接継手部 に発生

　　　した 脆 性 き裂 の 直進伝播事例 が 報告 され て い る こ と

　脆 性 き裂の 伝播を停 止 す る た め の 設 計 （以下、脆 性 き裂

ア レ ス ト設計 とい う。）と して は、下 記が 考 え られ る。

　　  　母 材 の ア レ ス ト性能 （脆 性 き裂伝播停止靭 性値、

　　　　Kca値）に よ り、脆性 き裂を停 1トさせ る。

　　  　構造不連続 を用 い て 、脆性 き裂 を停止 させ る。

　　  上 記 二 つ の 組 み 合わ せ に よ り、脆 性 き裂 を停止 さ

　　　　せ る 。

　図 4 に、脆性 き裂 ア レ ス ト設計 の
一

例 と して 、ハ ッ チ サ

イ ドコ ー
ミ ン グ の 溶接継手部 で 発生 した 脆性 き裂 を 、 強 力

甲板で 停止 させ る 場合 の 設計例 を示 す 。 こ の ような脆性き

裂 ア レ ス ト設 計 の 採 用 に よ り、YP47鋼 板 を使用 した大 型 コ

ン テ ナ 船の 安全 性が よ り
一

層向上 す る こ と に な る 。

十分な脆

性能を有
らし）

図 4　脆性 き裂 ア レ ス ト設計 （
一

例）

6　鋼材規格

　表 1 に、YP47 鋼板 （KE47 −H ） の 機械的性質の 規格値 を

示す 。 V 一
ノ ッ チ シ ャ ル ピー

衝撃試験値 は、作用応力 の 上

昇お よ び 板厚 の 増加 も考慮 し なが ら、試験温度 お よ び 要求

吸収 エ ネル ギ
ー

を設定 した 。

　 さ ら に、 YP47 鋼板 を 実用す る に は、船体用鋼板 と して

大入熱溶接継手部で の 破壊靱性、小入熱溶接 に お ける 耐低

温割 れ性能等 の 溶接性、ある い は加工 性 の 確保 が不可欠 と

な る 。 そ こ で 、熱処理 は、低炭素化お よび低炭素当量 （低

Ceq ＞化 が 可能 な TMCP に 限定 した 。

表 1YP47 鋼板 の 機械的 性 質 （50mm＜ t≦ 70mm ＞

引張 試験
V ノ ッ チ シ ャル ピー

　 　 衝 撃試 験

グレ
ード

降 伏 点

（N！mm2 ）

引張 強 さ

（N！mm2 ）

　 伸 び

（5．65 》
厂 S）

　 （％）

試験

温度

（℃ ）

最 小平均 吸 収
エ ネル ギ

ー
（J＞

　　L方向

KE47 −H460 以上 570−72017 以 上 一40 53

　　
・
方、新 し い 船体用 鋼板 の 適 用 に際 して は、予 め 製鉄所

に おい て 詳細 な製造法承認 試験 を実施 し、鋼板 の 詳細な特

性 に つ い て 確 認 して お く必 要 が あ る 。そ こ で 、通 常 の 承認

試験 （顕 微鏡組織、引張試験、曲 げ試験、シ ャ ル ピー
衝撃

試験等） に 加 えて 、脆性破壊試験 （母材 お よ び 溶接継手 に

対す る デ ィ
ープ ノ ッ チ 試験、CTOD 試験）、標準 ESSO 試

験、疲労試験 （母材及び溶接継手）等 を追加実施 し、十分

な強度、破壊靭性 、加工 性、溶接性等 を有 して い る こ と を

確認す る こ と と し た。
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7　溶接施工 方法

　表 2 に、YP47 鋼板 （KE47 −H ）溶接継手部 の 機械的性質

の 規格値 を示す 。

　YP47 鋼板 の よ うな高強度鋼板 の 溶接継手部 で は、溶接熱

影響部の 軟化 に つ い て 特別 に 配慮す る 必要が あ る。そ こ で 、

引張試験 は 、軟化部 に 対 して 試験片形状 の 影響が小 さい

U2B 号小型試験片 を 用い る こ と と した 。 ま た、小型試験片

で 規格値 を下 回 っ た 場合 の 対応 と し て 、広幅引張試験片 を

用 い て、実際の 溶接継手 に よ り近い 拘束条件 に て 溶接継手

部 の 引張強 さ を評価 して よい こ と と した 。

　溶接継手部の 破壊靱性値 に 関 して 、硬 さ の 不均
一

の 影響

が 報告 さ れ て い る 。 具体的 に は、溶接継手部 の 硬 さの 不均

一
が 大 き い 場合、実際の 溶接継手部破壊靭性値 が、シ ャ ル

ピー
衝撃試験結果か ら期待 さ れ る破壊靭性値 よ りもか な り

小 さ くな る との 試験結果で ある 。 そ こ で 、溶接 工 事 にお い

て は、溶接継手部 の 硬 さの 不均
一・

につ い て 十 分 配慮す る よ

う規 定 した。また、溶接 施工 法承 認試験 で は破壊 靱性試験

を実施 し 、 破壊靱 性値 を直接 確認す る こ と と した 。

る 試験結果 や 適用実績 に 基づ く基準の 見直が 期待 され る。

9　非破壊試験基準

　極厚 の 鋼板 で は、母材 や 溶接継手部の 靭性確保 の 諸問題

とは 別 に、板厚 の 増大 に 伴い 、欠陥の 検知 や 除去 が 困難 と

なる 場合が 多 々 あ る 。 特 に 溶接継手部 の 品質確保が構造信

頼性 の 確保の 見地か ら重要な課題 と なる 。

　 そ こ で 、建造中に 発生 し た 溶接欠陥 を よ り確実 に 検知、

除去すべ く、非破壊検査を強化 した 。 具体的 には、板厚 50

  を超 える全 て の 強力甲板構造縦通部材 （骨材 を含 む ）の

溶接継手全 線 に対 して 、非破壊試験 を実施す る こ と と した。

表 2YP47 鋼板溶接継手部の 機械的性質 （50mm ＜ t

　　 ≦ 70mm ）

引張 試 験 V ノ ッ チ シャ ル ピー衝 撃 試 験

グ レ
ー

ド

引張強さ

（N！mm2 ）

試 験温 度

　（℃ ）

　　 最小 平均

吸収 エ ネル ギー（の

　 　 　L方 向

KE47 −H460 以 上 一20 53

8　溶接施工 管理基準

　 YP47鋼板 は 、現行規則 の 規定す る船体用高張力鋼板 と同

等の 溶接性、加工 性 を確保すべ き との 観点 か ら、化学成分

は 従来 の 船体用高張力鋼板 と同
一

の 規格値 と し、熱処 理 も

TMCP に 限定 して い る 。 また、各種 の 確性試験 に お い て 、

TMCP で 製造 され た YP47 鋼板 の 溶接性、加工 性 に 関す る

諾特［豊は、YP40 鋼板 と同等 の 性能 を有す る こ とが 確認 さ れ

て い る 。

　 そ こ で 、ガ イ ドラ イ ン で は、TMCP で 製造 され たYP47 鋼

板 の 溶接施工 管理 基 準 と して 、下 記 の   〜  に 示 し た基 準

を提案す る 。

  　シ ョ
ートビード　：最小 ビ ード長 50   （ア

ーク ス ト

　　　　　　　　　　　ラ イ クは 禁止 ）

  予熱施 に 　 ：気温 ≧ 5 ℃ の 場合 、 予熱不要

こ れ ら は、従来規則 にお い て 十 分 な 安全 使川実績 を有す る

YP40鋼 板 に対す る溶接施工 管理 基 準 と同
一

の 基準 が、　 YP47

鋼 板 の 溶接施工 にお い て も適 用可能で あ る と の 観点で 設定

す る もの で ある 。 た だ し、合理 的な 溶接施工 管理 基 準作成

の た め に は 十 分 な 実 用 実 績 が 不 可 欠 で あ り、今後実 施 され
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